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（参照条文）

○国家公務員法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第二十二号）第十七条による

改正後の自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）抄

第二十一条の二 陸上自衛隊、海上自衛隊又は航空自衛隊の防衛大臣直轄部隊（方面隊、

中央即応集団、自衛艦隊、地方隊、教育航空集団、練習艦隊、航空総隊、航空支援集団、

航空教育集団及び航空開発実験集団を除く。）は、統合運用による円滑な任務遂行上一

体的運営を図る必要がある場合には、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の共同の

部隊として置くことができる。

２ 前項の共同の部隊の運用に係る防衛大臣の指揮は、統合幕僚長を通じて行い、これに

関する防衛大臣の命令は、統合幕僚長が執行するものとするほか、当該部隊に対する防

衛大臣の指揮監督について幕僚長の行う職務に関しては、防衛大臣の定めるところによ

る。

（陸士長等、海士長等及び空士長等の任用期間等）

第三十六条 陸士長、一等陸士及び二等陸士（以下「陸士長等」という。）は二年を、海

士長、一等海士及び二等海士（以下「海士長等」という。）並びに空士長、一等空士及

び二等空士（以下「空士長等」という。）は三年を任用期間として任用されるものとす

る。ただし、防衛大臣の定める特殊の技術を必要とする職務を担当する陸士長等は、そ

の志願に基づき、三年を任用期間として任用されることができる。

２ 自衛官候補生は、その修了後引き続いて前項の規定に基づき任用される自衛官として

必要な知識及び技能を修得させるための教育訓練を受けるものとする。

３ 自衛官候補生の任用期間は、三月を基準として前項に規定する教育訓練に要する期間

を勘案して防衛省令で定めるものとし、自衛官候補生から引き続いて第一項の自衛官に

任用された者の当該自衛官としての任用期間は、同項の規定にかかわらず、同項に規定

する期間からその者の自衛官候補生としての任用期間に相当する期間を減じた期間とす

る。

４ 自衛官候補生の員数は、防衛省の職員の定員外とする。

５ 前各項の規定は、陸士長等、海士長等又は空士長等で、志願に基づき陸曹候補者、海

曹候補者又は空曹候補者の指定を受けた者のうち防衛大臣の定めるものについては、適

用しない。

６ 第一項の任用期間の起算日は、同項の自衛官に任用された日とする。ただし、三等陸

曹、三等海曹又は三等空曹以上の階級から降任された場合にあつては降任の日、前項に

規定する陸曹候補者、海曹候補者又は空曹候補者の指定を受けた者のうち防衛大臣の定

めるものがその指定を取り消された場合にあつては当該指定を取り消された日とする。

７ 防衛大臣は、陸士長等、海士長等又は空士長等の任用期間が満了した場合において、

当該陸士長等、海士長等又は空士長等が志願をしたときは、引き続き二年を任用期間と

してこれを任用することができる。この場合における任用期間の起算日は、引き続いて

任用された日とする。
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８ 防衛大臣は、任用期間を定めて任用されている陸士長等、海士長等又は空士長等が任

用期間が満了したことにより退職することが自衛隊の任務の遂行に重大な支障を及ぼす

と認める場合には、当該陸士長等、海士長等又は空士長等が第七十六条第一項の規定に

よる防衛出動を命ぜられている場合にあつては一年以内、その他の場合にあつては六月

以内の期間を限つて、任用期間を延長することができる。

（自衛官以外の隊員への定年退職者等の再任用）

第四十四条の四 任命権者は、次に掲げる者（次条において「定年退職者等」という。）

を、従前の勤務実績等に基づく選考により、一年を超えない範囲内で任期を定め、常時

勤務を要する官職に採用することができる。ただし、その者がその者を採用しようとす

る官職に係る定年に達していないときは、この限りでない。

一 第四十四条の二第一項の規定により退職した者

二 前条の規定により勤務した後退職した者

三 定年退職日以前に退職した者のうち勤続期間等を考慮し前二号に準ずるものとして

政令で定める者

四 第四十五条第一項の規定により退職した者

五 第四十五条第三項又は第四項の規定により勤務した後退職した者

六 第四十五条第一項に規定する定年に達した日の翌日以前に退職した者のうち勤続期

間等を考慮し前二号に準ずるものとして政令で定める者

七 国家公務員法の規定により退職した者であつて第一号、第二号又は第三号に準ずる

ものとして政令で定める者

２・３ （略）

第四十四条の五 任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、

一年を超えない範囲内で任期を定め、短時間勤務の官職（当該官職を占める隊員の一週

間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する官職でその職務が当該短時間勤務の官

職と同種のものを占める隊員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間であるも

のをいう。第三項において同じ。）に採用することができる。

２・３ （略）

（自衛官への定年退職者等の再任用）

第四十五条の二 任命権者は、前条第一項の規定により退職した者又は同条第三項若しく

は第四項の規定により勤務した後退職した者を、従前の勤務実績等に基づく選考により、

一年（任期の末日がその者が年齢六十年に達する日前となる場合にあつては、三年）を

超えない範囲内で任期を定め、教育、研究、補給その他防衛大臣の定める業務を行うこ

とを職務とする常時勤務を要する官職に引き続いて採用することができる。

２ 前項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、政令で定めるところにより、

前項に定める期間を超えない範囲内で更新することができる。

３・４ （略）
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（他の隊員についての依頼等の規制）

第六十五条の二 隊員は、営利企業等（営利企業及び営利企業以外の法人（国、国際機関、

地方公共団体、行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第

二条第二項に規定する特定地方独立行政法人を除く。）をいう。以下同じ。）に対し、

他の隊員をその離職後に、若しくは隊員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子

法人（当該営利企業等に財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他

これに準ずる機関をいう。）を支配されている法人として政令で定めるものをいう。以

下同じ。）の地位に就かせることを目的として、当該隊員若しくは隊員であつた者に関

する情報を提供し、若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該隊員をそ

の離職後に、若しくは隊員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子法人の地位に

就かせることを要求し、若しくは依頼してはならない。

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

一 陸上幕僚監部、海上幕僚監部若しくは航空幕僚監部又は陸上自衛隊、海上自衛隊若

しくは航空自衛隊の部隊若しくは機関に置かれる組織であつて第六十五条の十第一項

に規定する就職の援助に関する事務を処理するものに属する隊員のうちから防衛大臣

が指定する者が若年定年等隊員（次のイからハまでのいずれかに該当する隊員をいう。

以下同じ。）に係る当該就職の援助を目的として行う場合

イ 定年が年齢六十年に満たないとされている自衛官

ロ 第三十六条の規定により任用期間を定めて任用された自衛官

ハ 第四十五条の二第一項の規定により採用された自衛官で、同項の任期又は同条第

二項の規定により更新された任期の末日の年齢が六十年に達していないもの

二 退職手当通算予定隊員を退職手当通算法人の地位に就かせることを目的として行う

場合

３ 前項第二号の「退職手当通算法人」とは、独立行政法人（独立行政法人通則法第二条

第一項に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）その他特別の法律により設立され

た法人でその業務が国の事務又は事業と密接な関連を有するもののうち政令で定めるも

の（退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程において、隊員が任命権者

の要請に応じ、引き続いて当該法人の役員又は当該法人に使用される者となつた場合に、

隊員としての勤続期間を当該法人の役員又は当該法人に使用される者としての勤続期間

に通算することと定めている法人に限る。）をいう。

４ 第二項第二号の「退職手当通算予定隊員」とは、任命権者の要請に応じ、引き続いて

退職手当通算法人（前項に規定する退職手当通算法人をいう。以下同じ。）の役員又は

退職手当通算法人に使用される者となるため退職することとなる隊員であつて、当該退

職手当通算法人に在職した後、特別の事情がない限り引き続いて選考による採用が予定

されている者のうち政令で定めるものをいう。

（在職中の求職の規制）

第六十五条の三 隊員は、利害関係企業等（営利企業等のうち隊員の職務に利害関係を有

するものとして政令で定めるものをいう。以下同じ。）に対し、離職後に当該利害関係

企業等若しくはその子法人の地位に就くことを目的として、自己に関する情報を提供し、



- 4 -

若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若

しくは約束してはならない。

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

一 退職手当通算予定隊員（前条第四項に規定する退職手当通算予定隊員をいう。以下

同じ。）が退職手当通算法人に対して行う場合

二 在職する局等組織（防衛省本省に置かれる官房又は局、施設等機関その他これらに

準ずる部局又は機関として政令で定めるものをいう。以下同じ。）の意思決定の権限

を実質的に有しない官職又は階級として政令で定めるものにある隊員が行う場合

三 若年定年等隊員が第六十五条の十第一項に規定する就職の援助を受けて、利害関係

企業等との間で、当該利害関係企業等又はその子法人の地位に就くことに関して行う

場合

四 一般定年等隊員（若年定年等隊員以外の隊員をいう。以下同じ。）が官民人材交流

センターから紹介された利害関係企業等との間で、当該利害関係企業等又はその子法

人の地位に就くことに関して行う場合

五 隊員が利害関係企業等に対し、当該利害関係企業等若しくはその子法人の地位に就

くことを目的として、自己に関する情報を提供し、若しくは当該地位に関する情報の

提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若しくは約束することにより公務

の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政令で定める場合におい

て、政令で定める手続により若年定年等隊員にあつては防衛大臣の、一般定年等隊員

にあつては内閣総理大臣の承認を得て、当該承認に係る利害関係企業等に対して行う

場合

３ 防衛大臣は、前項第五号に規定する承認を行い、又は行わないこととする場合には、

防衛省令で定めるところにより、政令で定める審議会等（以下「審議会」という。）の

意見を聴かなければならない。

４ 防衛大臣が行う第二項第五号に規定する承認についての審査請求は、防衛大臣に対し

て行うことができる。

５ 防衛大臣は、前項に規定する審査請求を受けてこれに対する裁決を行う場合には、審

議会に付議し、その議決に基づいて行わなければならない。

６ 国家公務員法第百六条の三第三項から第五項までの規定は、内閣総理大臣が行う第二

項第五号に規定する承認について準用する。

（再就職者による依頼等の規制）

第六十五条の四 隊員であつた者であつて離職後に営利企業等の地位に就いている者（退

職手当通算予定隊員であつた者であつて引き続いて退職手当通算法人の地位に就いてい

る者（以下「退職手当通算離職者」という。）を除く。以下「再就職者」という。）は、

離職前五年間に在職していた局等組織に属する隊員又はこれに類する者として政令で定

めるものに対し、防衛省と当該営利企業等若しくはその子法人との間で締結される売買、

貸借、請負その他の契約又は当該営利企業等若しくはその子法人に対して行われる行政

手続法（平成五年法律第八十八号）第二条第二号に規定する処分に関する事務（以下「契

約等事務」という。）であつて離職前五年間の職務に属するものに関し、離職後二年間、
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職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

２ 前項の規定によるもののほか、再就職者のうち、防衛省本省若しくは防衛装備庁の内

部部局に置かれる部の部長若しくは課の課長の職又はこれらに準ずる職であつて政令で

定めるものに、離職した日の五年前の日より前に就いていた者は、当該職に就いていた

時に在職していた局等組織に属する隊員又はこれに類する者として政令で定めるものに

対し、契約等事務であつて離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就いていた

ときの職務に限る。）に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、

又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

３ 前二項の規定によるもののほか、再就職者のうち、防衛省の事務次官、防衛省本省の

内部部局に置かれる局の局長若しくは防衛装備庁長官の職又はこれらに準ずる職であつ

て政令で定めるものに就いていた者は、隊員又はこれに類する者として政令で定めるも

のに対し、契約等事務であつて防衛省の所掌に属するものに関し、離職後二年間、職務

上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

４ 前三項の規定によるもののほか、再就職者は、隊員又はこれに類する者として政令で

定めるものに対し、防衛省と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いているも

のに限る。）若しくはその子法人との間の契約であつて防衛省においてその締結につい

て自らが決定したもの又は防衛省による当該営利企業等若しくはその子法人に対する行

政手続法第二条第二号に規定する処分であつて自らが決定したものに関し、職務上の行

為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

５ 前各項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

一 防衛省から委託を受けた者が行う当該委託に係るものを遂行するために必要な場

合、又は国の事務若しくは事業と密接な関連を有する業務として政令で定めるものを

行うために必要な場合

二 防衛省若しくは防衛装備庁に対する権利若しくは義務を定めている法令の規定若し

くは防衛省との間で締結された契約に基づき、権利を行使し、若しくは義務を履行す

る場合、防衛省の処分により課された義務を履行する場合又はこれらに類する場合と

して政令で定める場合

三 行政手続法第二条第三号に規定する申請又は同条第七号に規定する届出を行う場合

四 会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第二十九条の三第一項に規定する競争の手

続に従い、売買、貸借、請負その他の契約を締結するために必要な場合

五 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情

報の提供を求める場合（一定の日以降に公にすることが予定されている情報を同日前

に開示するよう求める場合を除く。）

六 再就職者が隊員（これに類する者を含む。以下この号において同じ。）に対し、契

約等事務に関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼す

ることにより公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政令で定

める場合において、政令で定める手続により離職の際に若年定年等隊員であつた再就

職者にあつては防衛大臣の、離職の際に一般定年等隊員であつた再就職者にあつては

内閣総理大臣の承認を得て、再就職者が当該承認に係る隊員に対し、当該承認に係る

契約等事務に関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼
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する場合

６ 防衛大臣は、前項第六号に規定する承認を行い、又は行わないこととする場合には、

防衛省令で定めるところにより、審議会の意見を聴かなければならない。

７ 防衛大臣が行う第五項第六号に規定する承認についての審査請求は、防衛大臣に対し

て行うことができる。

８ 防衛大臣は、前項に規定する審査請求を受けてこれに対する裁決を行う場合には、審

議会に付議し、その議決に基づいて行わなければならない。

９ 国家公務員法第百六条の四第六項から第八項までの規定は、内閣総理大臣が行う第五

項第六号に規定する承認について準用する。

10 隊員は、第五項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項から第四項までの規定

により禁止される要求又は依頼を受けたときは、政令で定めるところにより、当該再就

職者が離職の際に若年定年等隊員であつた場合にあつては防衛大臣に、当該再就職者が

離職の際に一般定年等隊員であつた場合にあつては再就職等監察官に、その旨を届け出

なければならない。

（懲戒手続等）

第六十五条の七 防衛大臣は、若年定年等隊員又は離職の際に若年定年等隊員であつた者

の違反行為に関して懲戒その他の処分を行おうとするときは、審議会の意見を聴かなけ

ればならない。

２ 審議会は、防衛大臣に対し、この節の若年定年等隊員又は離職の際に若年定年等隊員

であつた者に係る規定の適切な運用を確保するために必要と認められる措置に関し、意

見を述べることができる。

（防衛大臣への届出等）

第六十五条の十一 隊員（退職手当通算予定隊員を除く。）は、離職後に営利企業等の地

位に就くことを約束した場合には、速やかに、防衛省令で定めるところにより、任命権

者が防衛大臣であるときは防衛大臣に、任命権者が防衛大臣以外の者であるときは当該

任命権者を通じて防衛大臣に、政令で定める事項を届け出なければならない。

２ （略）

３ 管理又は監督の地位にある隊員の官職として政令で定めるものに就いている隊員（以

下「管理職隊員」という。）であつた者（退職手当通算離職者を除く。次項において同

じ。）は、離職後二年間、次に掲げる法人の役員その他の地位であつて政令で定めるも

のに就こうとする場合（第一項の規定による届出をした場合を除く。）には、あらかじ

め、防衛省令で定めるところにより、防衛大臣に政令で定める事項を届け出なければな

らない。

一 行政執行法人以外の独立行政法人

二 特殊法人（法律により直接に設立された法人及び特別の法律により特別の設立行為

をもつて設立された法人（独立行政法人に該当するものを除く。）のうち政令で定め

るものをいう。）

三 認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要す
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る法人のうち政令で定めるものをいう。）

四 公益社団法人又は公益財団法人（国と特に密接な関係があるものとして政令で定め

るものに限る。）

４ 管理職隊員であつた者は、離職後二年間、営利企業以外の事業の団体の地位に就き、

若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うこととなつた場合（報酬を得る場合に限る。）

又は営利企業（前項第二号及び第三号に掲げる法人を除く。）の地位に就いた場合は、

第一項又は前項の規定による届出を行つた場合、日々雇い入れられる者となつた場合そ

の他政令で定める場合を除き、防衛省令で定めるところにより、速やかに、防衛大臣に

政令で定める事項を届け出なければならない。

５・６ （略）

（再就職後の公表）

第六十五条の十二 在職中に第六十五条の三第二項第五号の承認を得た管理職隊員が離職

後に当該承認に係る営利企業等の地位に就いた場合には、防衛大臣は、防衛省令で定め

るところにより、その者の離職後二年間（その者が当該営利企業等の地位に就いている

間に限る。）、次に掲げる事項を公表しなければならない。

一 その者の氏名

二 防衛省が当該営利企業等に対して交付した補助金等（補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）第二条第一項に規定する補助金

等をいう。）の総額

三 防衛省と当該営利企業等との間の売買、貸借、請負その他の契約に係る金額の総額

四 その他政令で定める事項

第六十五条の十三 防衛大臣は、毎年度、防衛省令で定めるところにより、第六十五条の

十第一項に規定する就職の援助の実施結果について公表するものとする。

（採用等）

第六十七条 予備自衛官の採用は、第三十五条の規定にかかわらず、自衛官であつた者又

は次項の規定により予備自衛官に任用されたことがある者の志願に基づき、防衛省令で

定めるところにより、選考によつて行うものとする。

２・３ （略）

（準用）

第七十五条の八 第六十七条第一項及び第三項、第六十八条から第六十九条の二まで並び

に第七十三条から第七十五条までの規定は、即応予備自衛官について準用する。この場

合において、第六十七条第三項中「前二項の規定により任用された」とあるのは「採用

された」と、第六十八条第一項中「前条第一項又は第二項の規定により予備自衛官に任

用された」とあるのは「即応予備自衛官に採用された」と、「任用の」とあるのは「採

用の」と、同条第二項、第三項及び第四項中「第七十条第一項各号」とあるのは「第七

十五条の四第一項各号」と、同条第二項中「予備自衛官に」とあるのは「即応予備自衛
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官に」と、第六十九条の二第一項中「予備の」とあるのは「即応予備の」と、同条第二

項中「第七十一条」とあるのは「第七十五条の五」と、第七十四条第二項中「国民保護

等招集若しくは災害招集」とあるのは「国民保護等招集、治安招集若しくは災害等招集」

と、第七十五条第一項ただし書中「第七十一条第一項」とあるのは「第七十五条の五第

一項」と、同条第二項中「第七十条第三項」とあるのは「第七十五条の四第三項」と読

み替えるものとする。

○防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和二十七年法律第二百六十六号）抄

（俸給の特別調整額）

第十一条の三 管理又は監督の地位にある職員の官職のうち政令で指定するものについて

は、その特殊性に基き、俸給月額につき、政令で適正な特別調整額を定めることができ

る。

２ 前項の規定による俸給の特別調整額は、同項に規定する官職を占める職員の属する職

務の級又は階級における最高の号俸による俸給月額の百分の二十五を超えてはならな

い。

○国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）抄

（定年退職者等の再任用）

第八十一条の四 任命権者は、第八十一条の二第一項の規定により退職した者若しくは前

条の規定により勤務した後退職した者若しくは定年退職日以前に退職した者のうち勤続

期間等を考慮してこれらに準ずるものとして人事院規則で定める者（以下「定年退職者

等」という。）又は自衛隊法の規定により退職した者であつて定年退職者等に準ずるも

のとして人事院規則で定める者（次条において「自衛隊法による定年退職者等」という。）

を、従前の勤務実績等に基づく選考により、一年を超えない範囲内で任期を定め、常時

勤務を要する官職に採用することができる。ただし、その者がその者を採用しようとす

る官職に係る定年に達していないときは、この限りでない。

②・③ （略）

第八十一条の五 任命権者は、定年退職者等又は自衛隊法による定年退職者等を、従前の

勤務実績等に基づく選考により、一年を超えない範囲内で任期を定め、短時間勤務の官

職（当該官職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する官職

でその職務が当該短時間勤務の官職と同種のものを占める職員の一週間当たりの通常の

勤務時間に比し短い時間であるものをいう。第三項において同じ。）に採用することが

できる。

②・③ （略）
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○所得税法（昭和四十年法律第三十三号）抄

（給与所得）

第二十八条 （略）

２ （略）

３ 前項に規定する給与所得控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定

める金額とする。

一 前項に規定する収入金額が百八十万円以下である場合 当該収入金額の百分の四十

に相当する金額（当該金額が六十五万円に満たない場合には、六十五万円）

二～五 （略）

４ （略）

（基礎控除）

第八十六条 （略）

２ 前項の規定による控除は、基礎控除という。

○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）抄

（定義）

第二条 この法律において「補助金等」とは、国が国以外の者に対して交付する次に掲げ

るものをいう。

一 補助金

二 負担金（国際条約に基く分担金を除く。）

三 利子補給金

四 その他相当の反対給付を受けない給付金であつて政令で定めるもの

２～７ （略）


